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第８９回 中央環境審議会 総合政策部会 

 

平成２９年４月２７日（木）１０：００～１１：５３ 

ＴＫＰガーデンシティ永田町 ホール２Ａ 

 

議 事 次 第 

１．開 会 

２．議 事 

  （１）第四次環境基本計画の見直しについて 

     ・第五次環境基本計画の策定について 

     ・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について 

     ・重点分野の設定について 

  （２）その他 

３．閉 会 

 

配 付 資 料 一 覧 

【資料】 

 資料１   第五次環境基本計画の策定について（案） 

 資料２   持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について 

 資料３   重点分野の設定について 

 

【参考資料】 

 参考資料１ 中央環境審議会総合政策部会名簿 

 参考資料２ 中央環境審議会第88回総合政策部会議事録 

 参考資料３ 第四次環境基本計画の見直しスケジュール（案） 

 参考資料４ 持続可能な開発のための2030アジェンダ（仮訳） 

 参考資料５ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針の概要 

 参考資料６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針 

 参考資料７ 「低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的アプローチによる社会の構築～環

境・生命文明社会の創造～」についての概要 

参考資料２ 
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午前１０時００分 開会 

○山田計画官 皆様、おはようございます。ただいまから中央環境審議会第89回総合政策部会

を開会させていただきます。 

 議事に入ります前に、お手元の配付資料の御確認をお願いいたします。配付資料につきまし

ては、議事次第の下に「配付資料一覧」に記載のとおりでございます。また、本日御欠席です

けれども、崎田委員から意見書の提出がございましたので、部会長と御相談の上、机上に配付

させていただきました。 

 以上につきまして御確認いただき、もし不足している資料等がございましたら事務局までお

申しつけいただきますようお願いいたします。 

 また、環境省では環境負荷低減の観点から、審議会等のペーパーレス化の取組を推進してお

ります。本日の資料も環境省ホームページにアップロードしておりますので、傍聴される方に

つきましては何とぞ御理解御協力をくださいますようお願いいたします。 

 また、今般臨時委員の異動がございましたので、御紹介させていただきます。４月26日付で

中村恒明臨時委員が御退任され、小林勝彦臨時委員に新たに御就任いただきました。 

○小林委員 小林です。よろしくお願いいたします。 

○山田計画官 本日は委員総数28名のところ、過半数の委員に御出席いただいており、定足数

の要件を満たし部会として成立していることを御報告させていただきます。 

 それでは、今後の進行は武内部会長にお願いいたします。 

○武内部会長 皆さん、おはようございます。本日もどうぞよろしくお願いいたしたいと思い

ます。 

 ２月28日に開催された前回の総合政策部会におきまして、第四次環境基本計画の見直しに関

する諮問があり、計画の見直しの基本的な方向について委員の皆さんから様々な御意見を頂戴

いたしたところでございます。その御意見を踏まえて資料を用意させていただきました。 

 今回はでき得れば大きな方向については固めていきたいと思っておりますが、特にＳＤＧｓ、

持続可能な開発目標を環境基本計画の中にどのような形で組み込んでいくのかということ、そ

れから、もう一つは重点分野、従来は個別分野を点検する形で若干縦割り的な構造になってお

ったものを少し横串で見てみる形ではどうかという御提案もさせていただきたいと思っており

ますので、その点を中心に御議論いただければと思います。 

 それでは、早速資料１に基づいて事務局から説明をお願いいたします。 

○山田計画官 それでは、資料１の説明をさせていただきます。「第五次環境基本計画の策定

について（案）」でございます。この資料は前回２月28日にも同様のタイトルで提出させてい

ただいたものですけれども、２月に頂いた御意見を反映させて今回御提示させていただくもの

です。 

 この資料は第五次環境基本計画の策定に当たっての基本的な考え方を示すものでございまし

て、前回の部会で個別具体的な御意見を頂いている部分もあるかと思いますけれども、それは

今後の議論で検討するということとさせていただき、今回のものには反映してございません。 

 また、前回の部会では多くの御意見を頂きましたので、中には複数の方から同様の御意見を

頂いているところもあるかと思います。私から「この部分は○○委員のコメントを踏まえて追

記した」という説明はさせていただきます。中には「自分もここは発言した」という方もいら

っしゃるかもしれないですけれども、多少の発言者の漏れがあるということは御容赦いただけ

ればと思います。このペーパーがどういう風に修正されているのかという観点で御覧いただけ

ればと思っております。 

 では、早速１ページから説明をさせていただきます。上から３つ目の○、赤字になっている

「もはや地球は限界に達しているとの研究成果もある」という部分でございますが、地球の限

界、プラネタリー・バウンダリーという考え方があることを紹介させていただいております。

特に生物地球化学的循環、生物圏の一体性、土地利用変化、気候変動については、リスクが既

に顕在化しているということ、このような地球の限界の中でも豊かな暮らしは可能であり、さ

らにこの考え方は環境基本計画の理念にもなじむものであることを書かせていただきました。

これは武内部会長からコメントを頂戴しております。 
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 その下の○の赤字になっている「自由貿易体制の縮小や自国の視点のみからの利益を重視す

る保護主義の動きが見られる」という部分でございますが、これは和気委員からコメントを頂

戴した部分でございます。 

 ２ページの上から４行目の「世界全体での脱炭素社会の構築に向けた転換点となった」とい

う部分ですが、これは崎田委員、末吉委員からコメントを頂戴した部分でございます。 

 その下の○、急速なＩｏＴ、ＡＩ等技術革新に関する記述でございます。ビッグデータにつ

いても記述がございますけれども、幅広い分野で新たな技術イノベーションや社会価値軸が創

出される可能性があると記述させていただいております。これは和気委員からのコメントを踏

まえさせていただきました。 

 そこから２つ下の○の赤字になっている部分、「様々な法制度や社会制度を始めとした経済

社会システム全体の再設計等の」と書いてありますが、ここは末吉委員からのコメントを反映

させていただいたところでございます。 

 次に、国内の動きに移りたいと思います。下から２つ目の○、社会インフラのところでござ

いますが、建設後50年を経過する施設の割合が加速度的に高くなり、維持管理や更新のコスト

も増加すると見込まれる中で、いかに持続可能な維持体制を構築するかなどが課題となってい

るという点につきまして、これは大塚委員からのコメントを踏まえて反映させていただきまし

た。 

 ３ページに移らせていただきます。上から２行目、人口減少の下、期待成長率が低く、さら

に投資活動に積極性を欠くとともに、可処分所得が伸び悩む中で将来不安もあって消費が抑え

られているということですが、これは南部委員からコメントを反映させていただきました。 

 その下、取消線で消されている部分がありますが、それは１つ下の○に移ったところでござ

います。上から３つ目の○の「二酸化炭素排出量について」というところでございますが、

「電力消費量の減少や電力の排出源単位の改善により、平成26年度以降２年連続で減少してい

る。一方で、原子力発電所の運転停止の長期化等により、電力由来二酸化炭素排出量に占める

石炭火力発電の割合は引き続き増加傾向にある。また、冷媒分野においてハイドロフルオロカ

ーボン類（ＨＦＣｓ）の排出量が増加している」と記述させていただきました。これは髙村ゆ

かり委員からコメントを頂戴したことと、環境省からの報道発表で2015年度温室効果ガス排出

量の確報値を最近出させていただきましたので、そちらも反映しております。 

 その２つ下の○にございますＩｏＴとＡＩの話でございますが、これは白石委員からコメン

トを頂戴した部分でございます。 

 ４ページに移らせていただきます。一番上の「長期低炭素ビジョン」の「仮称」の部分を消

しておりますが、これは時点修訂でございます。 

 ５ページに移らせていただきます。上から８行目に「こうした潮流の中で、社会、企業、個

人がいかにして世界との競争に勝ち」という部分でございますが、こちら末吉委員からコメン

トを頂戴いたしました。 

 その２行上に「この潮流を捉えて」とありますが、国際的な潮流を捉えるという観点につい

て、中村前委員からもコメントを頂戴しておりましたので反映してございます。 

 その２つ下の○「我が国では、世界に先行して本格的な人口減少・超高齢化社会を迎えてい

る」というところです。人口の地域的な偏在も進展しているですとか、あとは環境政策の観点

からも、これまでも人口増加を前提とした社会システムの転換、気候変動や防災・減災機能も

有するインフラの再構築という記述がございます。また、健康寿命の延伸等も課題となってお

り、こうした課題に重点的に取り組む必要があるということで、これは南部委員からのコメン

トを反映させていただきました。 

 その下の○、「国際」の後に「国内」と入れさせていただいていますが、これも南部委員か

らのコメントでございます。 

 その下の行の「国際的な観点を持ちつつ」というところは、白石委員からのコメントを反映

させていただきました。 

 その下の○の「また、2030アジェンダにおいて」の部分でございますが、「26年意見具申」

において複合的諸課題を解決するため、ビジョンを明確に掲げ、それを実現するための効果的
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な戦略を練り上げることが必要とされているということです。これはもともと（３）の取組の

具体化というところに書かれていたものでございますが、ビジョンに関する記述ですのでこち

らのほうに移転させていただきました。 

 その下の○の「環境政策にとどまらず、他の施策に環境の要素を含めるよう働きかけを強化

し、それにより、経済・社会のあらゆる面において環境的な配慮がなされる社会を目指すべき

ではないか」という部分については、武内部会長からのコメントを反映させていただきました。 

 次のページ、６ページに移らせていただきます。「現在世代の幸福を適切に反映することに

加え、2050年やそれ以降の社会を担う将来世代の幸福も尊重し」とございます。こちらは大塚

委員からコメントを頂戴した部分でございます。 

 次に（２）のタイトルについて、ＳＤＧｓの考え方の「活用」と、タイトルを一部変更して

おりますが、これは武内部会長からのコメントを反映させていただきました。 

 その２つ下の○にございます「行政機関、地域、企業、大学、ＮＧＯ、市民等」と並べてい

ますが、これはステークホルダーを一通り書き出したということで事務的な修正でございます。 

 その下の○にございます、「それを検討するに当たっては」のところですが、2030アジェン

ダにおいて持続可能な開発のキーワードとして掲げられている「５つのＰ」、People（人間）、

Planet（地球）、Prosperity（繁栄）、Peace（平和）、Partnership（パートナーシップ）の

趣旨を踏まえるべきではないかということで、これは武内部会長からコメントを頂戴いたしま

した。 

 さらにその下○の「また、ＳＤＧｓの実現は、世界が将来を共有する目標としてのみならず、

地域の課題解決にも直結するものであることから、地方に着目し、地方公共団体をはじめとす

る地域の目線を取り入れ、ＳＤＧｓの活用により地域における各種計画の改善に資するような

ものにすべきではないか」ということで、ここは崎田委員からコメントを頂戴いたしました。 

 ７ページに移らせていただきます。「その基盤となる安全」という表現が上から５行目にあ

りますけれども、これは白石委員からのコメントを反映させていただきました。 

 その下の行に「技術のみならず、経済社会システム、ライフスタイルすべてのイノベーショ

ンを創出し」とございますが、イノベーションという観点で根本委員からのコメントを反映さ

せていただいたということと、技術のみならず経済社会システム、ライフスタイルすべてのイ

ノベーションというところで和気委員からのコメントを反映させていただきました。 

 その下の○に見え消しで消してある部分は、（１）のビジョンの部分に移転した部分でござ

います。 

 その下の○の「地域分散型エネルギーなど地域資源を活用した地域活性化」というところで

すが、これは髙村ゆかり委員からコメントを頂戴いたしました。 

 さらにその下の○の「多属性社会の中で異なる属性における国民の「豊かさ」「幸福感」

「生活の質（ＱＯＬ）」」というところですが、これは林委員からのコメントを反映させてい

ただいております。 

 さらにその下の○の「また、上記検討に際し、地域が各課題を解決していくうえでの指針と

なるようなものを国として示すべきであり」というところですが、26年意見具申で提唱されて

いる「地域循環共生圏」のように、再生可能な資源が循環する自立・分散型の社会を形成する

ということと、適切に地域資源を補完し合う仕組みが有用ではないかということの指摘をして

ございます。また、特に森里川海の豊かな自然資源に恵まれた地方に着目し、その恵みの活用

と自然の循環に沿った取組を通じて三社会統合と地方再生の拠点とし、マルチベネフィットに

関する絵姿を積極的に提示してはどうかということで、これは前回の部会で武内部会長から御

挨拶いただいたところですけれども、そこを反映させていただきました。 

 その下、（４）重点分野等の設定というところでございます。７ページから８ページにわた

って書いてある、「他方、環境・経済・社会の」という部分でございますが、現在直面する課

題の中には、複合性を有したものが少なからず存在するという点ですが、これは先ほど武内部

会長からもお話がありましたとおり、コメントを反映させていただいたということです。 

 さらにその下の○、ＳＤＧｓの考え方を活用するとともに、26年意見具申に掲げられている

「グリーン経済」、「地域活性化」、「健康と豊かさ」、「国土価値の向上」、「環境技術」、
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「環境外交」といった分野横断的な課題に対応した「基本戦略」も参考にしながら、もちろん

東日本大震災等についても触れながら、体系を構築していくべきではないかということでござ

います。これも武内部会長からのコメントでございます。 

 またその下の「地域を担う国民をはじめとしたステークホルダーにとっても、合意形成の手

法など提示しながらどのように行動すればよいのか分かりやすい計画となるよう心がけるべき

ではないか」という点は、これは髙村典子委員からのコメントでございます。「どのように行

動すればよいのかわかりやすい計画」という部分は田中里沙委員からのコメントでございます。 

 さらにその下○、「第四次環境基本計画の策定以降、地球温暖化対策計画」、以降縷々つづ

られておりますが、これは表現を正確にしたという事務的な修正で思います。 

 （５）に移ります。２つ目の○のところに、環境・経済・社会の統合的向上を目指す取組を

通じ、関連施策に環境的側面を自律的に組み入れる契機とすべきではないかという点は、武内

部会長等のコメントでございます。 

 その下の○に「客観的かつ科学的な指標」というところがありますが、これは髙村典子委員

からのコメントでございます。 

 駆け足で恐縮でございましたが、説明は以上でございます。冒頭申し上げましたとおり、ま

だまだ反映で不十分な点もあるかと思いますけれども、これから引き続き議論してブラッシュ

アップしていければと思っておりますので、御議論をよろしくお願いしたいと思います。以上

でございます。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。今お話があったように、またこれをさらにブ

ラッシュアップするという作業はさせていただきたいと思いますが、それ以上に最初に申し上

げました持続可能な開発目標の環境基本計画への取り込み、それから重点的に取り組む分野と

いうことについての考え方、この２つについて今日御議論いただきたいと思いますので、そち

らのほうに重点を移させていただきたいと思います。 

 それでは、最初に持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について説明をお願いいたします。 

○山田計画官 それでは、また事務局のほうから説明させていただきたいと思います。 

 資料２の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について」という資料でございます。こちらは、

ＳＤＧｓについて前回の総合政策部会でも申し上げさせていただきましたが、なかなか理解が

浸透していないという御指摘もございました。ということもありまして、そもそもＳＤＧｓと

は何だろうというところから、ＳＤＧｓに関する事実関係をまとめた補足的な資料でございま

す。今日御議論いただく際の参考にしていただければ幸いでございます。 

 「ＳＤＧｓ策定の経緯」の最初のチェックマークのところでございますが、大量生産・消

費・廃棄型の経済活動の拡大や、開発途上国での貧困からの脱出のための乱開発といったよう

なことから、人間が安全に活動できる境界を地球環境が超えているということが明らかになっ

たと書かせていただきました。これは先ほどのプラネタリー・バウンダリーの考え方でござい

ます。 

 そこで、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）というものが2015年に国連により採択されたとい

うことですが、これは開発のための国際目標であるミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の流れと、

環境・経済・社会の３側面統合を謳った2012年のリオ+20という流れを受けて採択されたとい

うことでございます。 

 ＳＤＧｓの内容・特徴について、ざっと説明させていただきます。まずは2030年の世界目標

であるということです。それから、17の目標、ゴールと言っておりますが、169のターゲット

がそのゴールにぶら下がっており、さらにそのターゲットに232の指標がぶら下がっていると

いう構成でございます。 

 さらに、先進国、開発途上国を問わず、全ての国に普遍的に適用されるという特徴がござい

ます。「誰一人取り残さない」ということを基本方針としております。 

 それから、持続可能な開発のキーワードといたしまして、先ほども説明させていただきまし

た、人間、地球、繁栄、平和、連帯という５つのＰを掲げております。 

 前身の一つであるＭＤＧｓと比較をいたしまして、環境的側面がＳＤＧｓでは大幅に増加し

ているという点が挙げられます。 
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 さらに、バックキャスティングの考え方、これは今できることの積み重ねではなく、ゴール

に向けて逆算して現在の行動を決める方法ということでございますが、これを採用していると

いうことでございます。 

 次のページ、２ページに移らせていただきます。ＳＤＧｓの各目標（ゴール）の関係につい

て説明させていただきます。ＳＤＧｓの目標とターゲットは、「統合され、不可分のもの」で

あり、環境・経済・社会の持続可能な開発の三側面のバランスがとれ、統合された形で達成す

るものであるということでございます。 

 ＳＤＧｓの目標は相互に連関するものであるため、ＳＤＧｓの各ゴールの同時達成を図るこ

とで、環境、経済、社会の諸課題の同時解決を図ることができるということでございます。こ

の「統合され」というところが重要なところであると認識しております。 

 国際社会での取組状況でございますが、これは国連が採択したものですので国連でも当然ハ

イレベル政治フォーラムのような形でレビューをやっております。これは自発的なものでござ

います。 

 さらに、国連環境計画（ＵＮＥＰ）でも取組行っているところがございます。国際資源パネ

ルですとか海洋ごみのグローバルパートナーシップ等の関係機関と連携しているということで

ございます。 

 さらに、ＯＥＣＤでも昨年12月に「ＳＤＧｓに関するＯＥＣＤ行動計画」というものを承認

してございます。 

 ３ページに移らせていただきます。各国でもその取組が進んでおりまして、ヨーロッパでは

比較的取組が進んでおりますが、例えばドイツでは首相府の下に持続可能な開発審議会を設置

いたしまして、中立の立場からＳＤＧｓの理念に基づく政府への提言を取りまとめてございま

す。 

 また、中国の取組といたしまして、昨年10月ですが、国家戦略を発表しているということが

ございます。 

 ＳＤＧｓ達成に向けた我が国の取組ということで、政府の取組、①として「ＳＤＧｓ実施指

針」の決定でございます。昨年５月にＳＤＧｓ推進本部というものを内閣に設置いたしまして、

総理大臣を本部長とした組織ができたということでございます。そこで検討された結果、昨年

12月にＳＤＧｓ実施指針というものができております。 

 ここに８つの優先課題というのがございます。参考資料にも入っておりますので、適宜ご覧

いただければと思います。この８つの中に環境関係のものも２つ含まれているということでご

ざいます。 

 ②ですが、ステークホルダーズ・ミーティングという環境省が主催で開催しているミーティ

ングがございます。それぞれの主体が行っている取組のグッドプラクティスを共有しようとい

うような取組をやっておりまして、昨年度は合計３回開催させていただきまして、８つの企

業・自治体の先進事例をのべ約600人で共有したということでございます。 

 企業や地方自治体の取組でございますが、昨年３月でございますが、グローバル・コンパク

ト・ネットワーク・ジャパンと公益財団法人地球環境戦略研究機関（ＩＧＥＳ）が共同で

「SDG Compass」の和訳を作成いたしました。さらに、日本企業の認知度ですとか優良事例等

を盛り込んだ「動き出したＳＤＧｓとビジネス～日本企業の取組み現場から～」というものを

まとめたということがございます。 

 ４ページに移らせていただきます。グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンなど

が産業別のＳＤＧｓの事例集であります「SDG Industry Matrix」の和訳を今年の２月に作成

いたしました。 

 また、地方自治体の動きでございますが、今年の３月に一般財団法人建築環境・省エネルギ

ー機構が「私たちのまちにとってのＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）－導入のためのガイドラ

イン－」というものを発行してございます。 

 説明は以上でございます。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 前回の部会におきましても環境基本計画の中にこのＳＤＧｓを盛り込むということについて



- 7 - 

は多くの方から御賛同いただいたわけですけれども、今後実際に計画の策定を行っていく中で、

具体的にどういうふうにしてこのＳＤＧｓをうまく折り込んでいくかということが非常に大き

な課題でございます。 

 特にＳＤＧｓで今議論になっているのは、特定のゴールだけを取り出してそこばかりに注目

するというやり方というのは余り望ましくないのではないかと、相互に目標間の関連性がある

ので、それを全体的に見て生かしていくということが必要だということで、その点も考え方と

してこの環境基本計画の中に取り入れていくということが必要だと思っております。 

 また、環境基本計画の中でも環境指標のようなものがあり、ＳＤＧｓにも169の下に232の指

標があるわけですけれども、そういうところまでどうやってギリギリと関連付けを詰めていく

のかという、さまざまな問題があると思いますので、今日は幅広に委員の皆さんからのＳＤＧ

ｓの取り込みということについて御意見をいただきたい。私からもＳＤＧｓの反映というのは

ちょっと言葉がまずいのではないかということで、活用という言い方に変えさせていただいて

いるのですが、ＳＤＧｓをうまく使うという観点からどういう方向で議論を進めていったらい

いのかについて是非御意見をいただければと思います。 

 札を立てていただきたいのですが、ちょっと縦長なものですから、私に札が見えるように是

非よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、安井委員、お願いします。 

○安井委員 前回出られなくて申し訳なかったのですけれども、ＳＤＧｓを今度の基本計画の

ある意味中核というか根底に使うというのは大変よろしいと思っておりますが。このＳＤＧｓ、

私が考えるにこの中で一番重要な記述というのは、資料２の１ページ目に書いてあります内

容・特徴の一番下、バックキャスティングの考え方云々というところだと思います。なぜそう

かというと、やはりＳＤＧｓは９月、そしてパリ協定は12月だったのでＳＤＧｓのほうが先な

のですけれども、やはりパリ協定の中にclimate justiceという言葉が堂々と割り込んでくる

ということが前提として入っているわけです。それで、要するにパリ協定というのは2030年、

2050年、そして今世紀の後半のどこかという３段階のことが記述されているのですけれども、

３段目がネットゼロエミッションと言われる、はっきり言ってできっこないようなことまで書

かれているわけです。 

 それは一体何かというと、やはりclimate justiceというのが一番大きな表現になるのです

けれども、なぜそう言わざるを得ないかというと、この温暖化に関しては過去の環境問題と全

く違った性格を持っている。それは何かというと、過去の日本の非常に甚大だった公害も、排

出をやめて大体15年ぐらいたつともとに戻るのですよ。それではこの温暖化はどうなのかとい

うと、温暖化は今世紀中にゼロエミッションをやっても実を言うと温度は下がらないのです。

大気中のＣＯ２の半減期はシェルンフーバーたちなどに言わせると数千年、１万年近いかもし

れないと言われている。ということは出してしまったらもうずっと残ってしまう。これを考え

ないでやっては駄目だよというのがこのバックキャストというものの意味だと私は思っており

まして。 

 したがって、今申し上げたような非可逆的な、本当に今までの公害みたいな考え方では駄目

だよという全く特殊なものをどのように理解されているか、残念ながら日本人で今何％それを

知っているかというのは大きな問題だと思うのですが、どのぐらい御存じなのでしょうか。こ

こで手を挙げてもらうのはやめますけれども、そんな感じがします。 

 欧米社会はclimate justiceという言葉に引っかけてこれを大体理解していると思うのです。

したがって、この国だけちょっと違った基本計画ができてしまうのを危惧しているわけでござ

いまして、したがって、もしやるのであれば具体的にはこのバックキャスティングという言葉

をいかにこの中に仕込むかということに注力すべきだろうと思います。 

 以上です。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 浅野委員、お願いします。 

○浅野委員 私もＳＤＧｓの考え方を第五次環境基本計画にきちっと位置付けることが必要だ

ということは前回も申し上げましたが、ＳＤＧｓについて一般にはなかなか理解されていない
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ということはおっしゃるとおりだと思います。ＳＤＧｓの各項目の一つ一つを取り上げて、こ

れをどうするこれをどうするという議論をやるというように誤解をされると大変困るわけで、

その中に盛り込まれている考え方をいかに上手に生かすか、そういう意味では今日事務局が、

部会長の御指示に従って「活用」と表現を変えられたのはそれでいいだろうと思います。政府

の決められたこのＳＤＧｓの実施指針の中でも、既に日本では実現できていることが十分にあ

るのだ、しかし、この点が不足なのだ、だからそれはちゃんとやらなければならないし、我が

国で十分できていることであっても国際協力の観点からは考えなければいけないということが

入っているわけですけれども、これはきわめて適切な認識だろうと思います。ですから恐らく

ＳＤＧｓを地域で参照されるときでも、地域によって状況は違いますから、ベタッと日本と同

じような状況で全部の地域が同じように動いているわけでもなく、ある地域にとってはこの部

分は解決済みだがここはまだ未解決だということがあります。ですので、環境基本計画が妙に

バタバタでやっていくと、地域がそれに引きずられてしまって地域で何か考えるとき同じに考

えなければいけないとなるおそれもあるのですが、そうではないということをはっきり示すこ

とが地域でＳＤＧｓに取り組んでいくための鍵になるだろうと思います。 

 ＳＤＧｓの考え方をしっかり生かしていく、それから、どの項目はどの基本計画の項目に深

くつながりがあると、そういう考え方で整理していく必要があると思います。安井委員がおっ

しゃるように、あるいは部会長がおっしゃったように今後の環境政策は複合的な考え方でやら

なければいけないということは既に中央環境審議会の意見具申として出していますので、それ

を踏まえながら検討を進めることが大事ですが、それとＳＤＧｓとの関係というものが密接に

つながっていると思いますので、次の第五次環境基本計画の検討がこのような方向に進むとい

うことでよろしいのではないかと思っております。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 井田委員、お願いします。 

○井田委員 ありがとうございます。前回欠席をしてしまったので、ちょっととんちんかんな

ことを申し上げるかもしれません。 

 最初はＳＤＧｓの件を申し上げたいのですけれども、おっしゃるとおりで、これＳＤＧｓと

パリ協定というのができて初めての環境基本計画であるということを考えれば、非常に重要な

ことかなと思います。その上で、ちょっと読んでみたのですけれども、プラネタリー・バウン

ダリーとかいう言葉が入ったのはいいのですけれども、何かそれが地球は限界に達していると

の研究成果もあるとかいうような書き方だと、これは何かちょっと言葉足らずだと思います。

事務局からＳＤＧｓのところで御説明あったように、地球の限界に達しているのです。だから

こそＳＤＧｓというのが出てきた。パリ協定もカーボンバジェットみたいな考え方というのは

そういうものに基づくものであって、ＳＤＧｓの重要なメッセージというのはもう地球限界に

達しているのだというものだと思うので、ここをもっと明確に書くべき、地球の限界というこ

とをもっと明確に書くべきではないかと思います。 

 その上で、部会長や浅野先生おっしゃるように、個別の目標にこだわらないというのはおっ

しゃるとおりで、そのとき連関というのをどう考えるかということになると思うのですけれど

も。武内先生を前に私がこんな聞いたふうなことを申し上げるのは非常に失礼かとも思うので

すけれども、プラネタリー・バウンダリーの考え方を出したロックストロームとかレジリエン

スセンターの人たち、最近ウェディングケーキというのをこの前の武内先生もいらしたシンポ

ジウムでも見せてくれたのですけれども、連関を考えるときに、一番下にバイオスフィアとい

うものがある。目標で言うと13，14とか、海、生態系、大気とかいうようなものがある。その

上に社会があって、その一番上に経済があって、そこの一番上に17番という目標がケーキの上

のろうそくのように立っているという図を最近よく見せてくれるのですけれども。やはりここ

でも連関というのを考えたらそういうことをきちんと明確にしておくべきではないかというふ

うに思います。もう経済、大転換を求められているパリ協定にしてもＳＤＧｓにしても経済と

社会の大転換を求められているわけであって、もう経済と社会の両立とか甘っちょろい言葉で

はなくて、もう我々経済は地球の限界の中でしかやり得ないのだと。経済の目的というのは経

済の目的ではなくて、その下にある平等であるとか格差であるとかというものにサーブするの
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が経済であるというようなそういうふうにＳＤＧｓを捉えるというふうなことまで踏み込まな

いとちょっとＳＤＧｓ、パリ協定ができた直後の環境基本計画というのはちょっと世界に出し

て恥ずかしいかなというふうに思います。 

 それで、前回出てないもので各論なのですけれども、ちょっと長くなって恐縮なのですけれ

ども、言わせていただくと、これは３ページの丸、二つぐらいのところ、現状認識というとこ

ろへ関わってくると思うのですけれども、私、環境の方でもう30年やっていて、見ていて、結

構、残念ながら日本の環境政策は、グローバルスタンダードから遅れてしまったところという

のが、実はいっぱいあるのです。石炭もそうだし、ＦＳＣだとかＭＳＣだとかの認証あるいは

ＲＳＰＯの認証、キンバリープロセスの認証取得状況であるとか、リコーさんがようやく加盟

しましたけれども、ＲＥ100というものに加盟し、ようやく一つになったところです。 

 マイクロプラスチックとかプラスチックであるとか、言えば切りないのですけれども、そう

いうことを言うと、すぐ自虐的な報道をやると言われるのですけれども、やっぱりそういうグ

ローバルスタンダードの中で、残念ながらこの数年間の間で遅れてしまったという認識が必要、

そこをきちんと押さえておくのが必要ではないかと。その上で、世界のトップランナーである

とか、グローバルスタンダードを目指すのだというような書き方というのが、ちょっとできな

いかなと思います。環境外交もそうでありまして、最近も取材していて非常につらいようなこ

とが多いのです。これは20年前にはなかったことなのですけれども。環境外交ということにも

関わってくると思います。 

 長くなって恐縮なのですが、さらに勝手なことを言わせていただくと、頭のところで、自由

貿易体制の縮小や自国の視点のみからの利益というのは、おっしゃるとおりだと思うのですけ

れども、これを書くなら、なぜそういうことが起こってきたかというところまで書くべきであ

ると思います。なぜ起こってきたかというと、グローバル化の中で格差が広がってきて、不満

を持っている人がいっぱい増えてきたからです。ＳＤＧｓというのも、そういうものにも関わ

る、社会の平等であるとかジェンダーであるとかということにも関わっている以上、ここに単

なる現状認識ではなくて、この格差の問題に言及して、それをＳＤＧｓというものが解決しよ

うということを目指すのだというような一言が、あってもいいかなと思います。どうもすみま

せん。長くなって恐縮です。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 札を立てていただいた順に発言いただきたいと思います。三浦委員、お願いします。 

○三浦委員 このＳＤＧｓに関しては、さまざまな主体が関わっているということで、政府の

役割あるいは省庁の役割と各自治体の役割というのは、それぞれ違うだろうし、企業が担うべ

き役割というのがあって、こういうものを見るときに、特に日本の場合はロードマップが示さ

れることが余りなくて、それぞれの主体が具体的にどういうふうに年次的に行動に起こしてい

くのかということを、もう少し具体的にして進められたほうが、より実現性が高いのではない

かなと感じます。以上です。 

○武内部会長 ありがとうございます。 

 根本委員、お願いいたします。 

○根本委員 ありがとうございます。２点お話しさせていただきます。 

 １点目は、このＳＤＧｓの位置付けでございます。確認程度のお話になろうかと思います。

ＳＤＧｓでございますけれども、これは先ほど資料２で説明いただきましたように、世界ある

いは全員で目指すべき方向性を出したものという理解でございますけれども、一方、たくさん

目標があるわけですが、一つ一つ大変高く、かつ崇高で、なおかつ、これもまた御指摘ござい

ましたように、それぞれの目標が複雑に相互相関しているといったようなものでございます。

したがいまして、残念ながらということになると思うのですけれども、自然体あるいは成り行

き任せで、とても到達できるようなものではないという理解をしております。 

 したがいまして、そのギャップをいかに埋めていくか、消していくかということが一番大事

な論点かと思いますが、そういう見方をしたときに、やっぱりＳＤＧｓというものの位置付け

でございますけれども、いわゆる進捗管理といったような小さな管理ツールというようなこと

ではなくて、やはりギャップをどうやって埋めるのだというその具体的な議論、これを促すよ
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うな、例えばイノベーションですとかパートナーシップとか、こういったものを促すような仕

組み、仕掛けとして位置付ける必要があるのだろうなと思います。これが１点目でございます。 

 ２点目でございますけれども、こちらは、資料１の中で、地域とＳＤＧｓの関係について触

れられたところがあったと思いますが、これは申し上げるまでもなくなのですけれども、各地

域、全国津々浦々で、いろんな課題解決に向けて取組が行われていると思います。表向きの看

板として、環境対策と掲げているもの、あるいはそれ以外、たくさんあると思います。ただ、

課題は、これは申し上げるまでもなく、表看板とは別に、いろんな顔、いろんな側面、いろい

ろ持ち合わせておりますので、表看板が必ずしも環境対策と、環境課題ということではなくて

も、そういったものが結果的に、あるいは附随的にという言い方になるのかもしれませんけれ

ど、環境価値に寄与するような活動というのは必ずあると思います。 

 したがいまして、今なお、ＳＤＧｓの認知自体、必ずしも進んでいないと思っておりますが、

今後、認知を広めていくその活動の中で、そういった必ずしも環境を表に掲げていないのだけ

れども、環境価値があるような、そういった活動に光を当てるといいますか、発掘してあげる

といいますか、そういったものにもぜひ光を当てていただいて、表向きの看板が環境だからと

いうことだけではなくて、環境価値を内包しているような活動につきましても、積極的に後押

しするような形、これが望ましいのではないかと思います。以上でございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、棚橋委員、お願いいたします。 

○棚橋委員 ありがとうございます。教育の記述について申し上げたいと思います。 

 ＳＤＧｓを使った学校教育というのは、もう始まっています。教員研修もやっておりますし、

私が講師をするときにも、全てＳＤＧｓを使うようにしていますけれども、実際に子供たちに

この17の目標を見せたときに、自分たちがやっていることは、ああ、こういう価値があるのだ

ということに、小学生でも気がつくのです。なぜここで教育の話をするかといいますと、今日

見せていただいた策定の案には、教育という言葉は一言もありません。ただ、５ページのとこ

ろに、「環境政策にとどまらず」と書かれています。例えば、ＳＤＧｓについてここで話し合

うことも、それから、社会システムを変えていかなきゃいけないよねということを考えること

も、全て価値観に基づいているわけです。その価値観のベースを築くのは、やはり教育にあろ

うと思います。 

 ＳＤＧｓで言っております環境・社会・経済のバランスという言葉は、もう2005年のＥＳＤ

が出たときに、持続可能な開発のための教育、ユネスコが指導して、やっておりますけれども、

そのＥＳＤで最初に言った言葉がそれです。ですから、学校現場の中では、もう10年以上前か

らこの３つのバランスは大事だよね、そうじゃないと環境問題って解決できないよねというこ

とをやってきているのです。ですから、そういった意味でも、文章の中、どこかに環境教育で

すとか、それからＥＳＤ、持続可能な開発のための教育という記述を、ぜひ入れていただくこ

とが大事かなと思っております。以上です。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 次に、小林委員、お願いいたします。 

○小林委員 ありがとうございます。初めての参加なので、少し的外れな発言もするかもしれ

ませんけれども、お許しいただければと思っております。現場にいる「企業」の立場からコメ

ントをさせていただければと思います。 

 まずは、この「ＳＤＧｓ」ということなのですが、正直申し上げると、まだまだ企業には浸

透してないのが実態ではないかと思います。先ほどの御説明にもありましたように、いろいろ

な取組みをされているということでございますが、今後の展開を考えると、より一層この「Ｓ

ＤＧｓ」の取組みを活性化させるような方策をまた別途考えたほうがよろしいかなと思ってお

ります。そういう意味合いでもありますけれども、「ＳＤＧｓ」のキーワードであります「５

つのＰ」の一つにあります「Prosperity」、いわゆる繁栄でございますけれども、つまり「経

済成長との両立」の視点が、今後の環境課題の解決を図る上では重要な要素と考えております。

よって、今回の基本計画では、「経済成長との両立・繁栄」という視点についても、しっかり

踏まえた内容とすべきではないでしょうか、という考えを持っております。 
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 また、本計画のゴールを見ていくと、「環境」と「エネルギー」に関連する項目が多いとい

う認識を持っております。すなわち、環境政策はエネルギー政策と密接な関係があるというこ

とかと思っております。よって、本計画の策定において、エネルギー政策との関係が深い項目

については、「エネルギー基本計画」の主管である経済産業省様とも密接な連携をとって、是

非とも進めていただきたいと思っております。 

 また、三浦委員からもありましたように、経済・社会のさまざまな主体が関わっているとい

う認識でございます。是非ともそれぞれの主体の方々が許容できる「実現可能性」という観点

からも御検討いただければと思います。例えば、中小企業や地域経済におきましては、震災後、

電力コストの高止まり等々、いろいろと負担増に苦しんでいるという実態もございます。今後

の施策については、各主体の方々が理解できる、分かりやすい形にしていただくということも

重要かと思いますので、是非ともよろしくお願いいたします。以上でございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、田中委員、お願いいたします。 

○田中（里）委員 田中です。ありがとうございます。 

 ＳＤＧｓの制定の後は、様々なイニシアチブやプラットホームが立ち上がっていて、全国的

に各地で多彩な活動が始まっていることを、報道の範囲および私自身のメディアの取材でも承

知しています。その中で一番重要なポイントというのは、ＳＤＧｓ策定の経緯の前の理念のと

ころかと思います。この理念が、すべての活動において、また、先ほど棚橋委員もお話されま

した環境教育における柱になるべきと考えます。環境倫理を踏まえた形で、ＳＤＧｓの理念が

アジェンダとして明文化され、浸透していくのが理想です。 

 もう一つ、このＳＤＧｓを理解して目標に掲げ、共感して活動する方々が動いていく中で、

自分自身の立ち位置をプロットして、次に進む指標の役割を果たしているか。運用時、活用段

階で大切になってくるキーワード的な言葉としては、「バランス」と「統合的」に見るという、

ここが重要ではないかと思っています。各目標に向けた多様で多彩なアプローチがベストプラ

クティス、優良事例として紹介される動きがありますけれども、これと同時に、俯瞰をしてバ

ランスがとれている、統合的にどうなのかを見ることに意味があると感じます。このバラン

ス・統合という切り口を、どのようにチェックをしていけばよいかについては、共通項目、指

標の明示が一層大切になるところと思っています。 

 また、資料１の２ページの最初に、ＩｏＴ、ＡＩに関する記述がありますが、これから新し

く始まる事業や取組というのは、社会を大きく変えようという熱意の下に始まるものですので、

最初からこういう事業においては、ＳＤＧｓを事業の理念として踏まえて取り組んでもらうと

いうことを、皆で共有する、認識するということが非常に重要かと思います。この姿勢が実行

されれば、自然と人間との関係性、多様な文化を真に理解し、そのような社会の中で統合的に

考えていくということが、うまく実現していくのかなと思います。それぞれ主体として動いて

いる企業も地域も、自分が今、どういう立ち位置にあって、これでよいのかということに疑念

を持ったり、不安を覚えたりすることがあるかもしれません。羅針盤的に動かしていただくよ

うな流れにできればよいと思います。以上、よろしくお願いします。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、豊岡委員、お願いいたします。 

○豊岡委員 ありがとうございます。 

 私も皆様と同意見というか、先ほども羅針盤的に統合的に見ていただきたいという御意見あ

りましたけれども、私、地域から来ておりまして、地域計画にこれを落としたときに、どうし

てもフォアキャスティングで物を考えて、取り出して、目標達成しやすいものから計画を立て

てしまうというような傾向がございますし、本当にこのＳＤＧｓの理念、バックキャスティン

グして、どういう未来を推しはかってこれを策定しているのかというところを忘れて、実行計

画のようなものでやりやすいものということで、大事な目標を置き去りにされてしまうという

ような傾向が、地域の場合、地方公共団体の場合、特に見受けられますので、そういう理念を、

ガイドというお言葉もありましたけれども、そういうことを、何のためにこれをつくるのだと

いうことを、しっかりとガイドができるような文言というか、落とし込みにしていただきたい
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ということが１つです。 

 そして、よくありがちなのが、やりたいことを先にやってしまう。そして、相反する利益を

無視してしまって、全体を見ないで一部を見て計画を立ててしまうというようなことが、地域

にはやはりありがちなので、この理念をぜひ地域まで落とし込めるような基本計画にしていた

だきたいと思います。以上です。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、山極委員、お願いいたします。 

○山極委員 ありがとうございます。 

 ＳＤＧｓの考え方を活用するという方針は、大変私も同感です。ただ反映だけではなくて、

活用する。ただ、そのときに、これを統合的に活用していくということになるのだと思うので

すけれども、ややもするとそれは総花的になってしまって、１７の目標の間にコンフリクトが

生じる場合があるわけです。特に、私のような発展途上国で仕事をした経験から申し上げます

と、常にやはり弱者の立場というのは、抑制ばかりが効いてしまって、例えば貧困の問題と開

発の問題、経済的な問題というものがコンフリクトを起こすと、どうしても抑制的な方針が立

てられてしまう。このときに、環境ということを指標にしながら、いわゆる科学的な視点に立

ってということが非常に重要になってきます。そのときに、科学者がトレーサビリティという

ことをきちんと認識して、科学的にこのような行為がどういった結果に結びつくのかという予

想を立てなくてはいけないと思うのです。これは、先ほどバックキャスティングが大事だとい

うお話が出まして、全くそのとおりだと思うのですが、その目標だけではなくて、それにあわ

せて、現在のこういった活動がどういう結果になるのかということを、きちんと責任を持って

シミュレーションをしておく必要があると思います。それが１７の目標の間にどういう不調和

をもたらすのかということを、情報とともに発信していく必要がこの計画の中にはあるだろう

と思います。そこをぜひ忘れないようにしていただきたいと思います。 

 そういう観点からいたしますと、私もちょっと勉強不足でよくわからないのですけれども、

資料１の７ページ目の上から３つ目の丸の中に、「多属性社会の中で異なる属性における国民

の『豊かさ』『幸福感』『生活の質（ＱＯＬ）』の更なる向上に資するような」というところ

がございますけれども、この多属性社会というのはどういうことを指しているのか、そして、

異なる属性における云々というのは、どういうことを意味しているのかというのは、ちょっと

説明が要るような気がするのですが、勉強不足で分からなかったので、教えていただきたいな

と思います。 

○武内部会長 事務局、今の点にお答えください。 

○山田計画官 前回、88回の総合政策部会で林臨時委員からの御発言を引用した部分でござい

ますが、もう少し要約ではなくて全体を申し上げますと、日本における地方の衰退において具

体的に何を考える必要があるかというところの中で、高齢化ですとか貧困ですとかいう話もあ

りますけれども、一方で、ＱＯＬとかウェルビーイングをどう両立させるかというのが非常に

重要だという御指摘いただいています。そのときに、個々人や違った属性を持っていて、多属

性の社会に移行しているということを踏まえながら、その違った属性の人々のＱＯＬを向上さ

せ、低炭素など、環境を穏やかにできるかは考える必要があるという、そういう文脈で発言い

ただいたことでございます。こういう趣旨でございますが、またこういうふうに文章を直した

ほうがいいというのがありましたら、考えさせていただきたいと思いますし、御提案があれば、

いただきたいと思います。 

○武内部会長 よろしいですか。 

 それでは、次に大塚委員、お願いいたします。 

○大塚委員 ありがとうございます。 

 ＳＤＧｓに関しての皆様の御意見と基本的に賛成でございますが、先ほど部会長がおっしゃ

ったように、反映というのは活用と変えていただいたのは、私も賛成で、大変よろしいかと思

います。ＳＤＧｓ自体は、非常にたくさんのことを目標にしているということがございますの

で、この考え方を重視すると。さっき安井先生がおっしゃったような、バックキャスティング

のようなことが特に重要になってくると考えています。 
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 このＳＤＧｓの目標を同時達成するということが、あるいは統合的な達成というのが重要だ

と思いますけれども、ただ、これは政府全体と関わることでもございますので、環境基本計画

として書いていくときには、重点の置き方というのは、やはりいろいろ違ってくる可能性がご

ざいますし、何といっても、国際の話と国内の話と地域の話というのがそれぞれございますの

で、環境基本計画として特にどういうところに重点を置くかということを考えながら、検討し

ていくということになるだろうと思います。そういう意味で、先ほど山極委員がおっしゃった

ようなこととも私は近い意見を持っています。 

 １点だけ、資料１の５ページのところについて、申し上げておきたいと思いますけれども、

10行目ぐらいのところで、「社会、企業、個人がいかにして世界との競争に勝ち、我が国の幸

福と同時にアジア、世界の幸福をどのようにして築いていくのか」と書いてありますが、こう

した潮流の中で競争に勝ちというところまでは、潮流自体が環境に関して、環境負荷が少ない

ような社会を目指しながらということだと思いますので、ここまでは理解できるのですけれど

も、その後、競争に勝った後、我が国の幸福とかアジア、世界の幸福をどのように築いていく

かという話は、ちょっと別な話のような気がするので、この論理的なつながりがちょっとよく

分からないところがありますので、これは、例えば日本が競争に勝って、アジアとか世界にＯ

ＤＡでもやることを言っているのかという、多分そんなことを言ってらっしゃるのではないと

思うのですけれども、ここは話が飛ぶかなという感じがして、むしろ競争に勝って、世界全体

の環境負荷を例えば下げていくとか、そういう話であればわかりやすいかなと思いましたので、

一言申し上げておきます。以上でございます。 

○武内部会長 ありがとうございます。 

 それでは、高村ゆかり委員、お願いします。 

○高村（ゆ）委員 ありがとうございます。 

 資料１の文言については、また議論の機会あるいはコメントする機会もあると思いますので、

むしろ今、ＳＤＧｓの活用という観点で大きく３点申し上げたいと思っております。 

 今回、反映から活用という形に変えていただいたのは、私も大変よかったと思っております。

その上で、どうやってＳＤＧｓをうまく取り込んでいくかというときに、一つは、環境基本計

画、ひいて言えば環境政策全般なのでしょうけれども、ＳＤＧｓがどういう位置付けを持つの

かということが確認をされる必要があるかなと思います。参考資料６に付けていただいている

実施指針の中でも、ＳＤＧｓの主流化というところに書かれていると思いますけれども、恐ら

くＳＤＧｓというのは、これから行う環境政策が行われていくときの、一つの正当化といいま

しょうか、その根拠であると、よりどころとであると同時に、政策を立案していく際、あるい

は政策の効果を評価していく際の資格という、そういう位置付けを持っていくのだろうと思っ

ております。これが１つです。 

 それから、２つ目は、多くの委員からもありました、ＳＤＧｓの個別の目標もさることなが

ら、その背景にある考え方や方法、理念というのをきちんと取り込む必要があるということに

ついても、私、賛成であります。特に、私は３点、その取り込むべき３つの要素といいましょ

うか、３つの理念といいましょうか、と思っておりますのは、最初の２つはもうほかの方がお

っしゃっておりましたが、一つは、井田委員あるいは安井委員などからございました、プラネ

タリー・バウンダリーといったような言葉に象徴される、いわゆる環境容量の限界といいまし

ょうか、しかもそれは、現状を積み重ねて進行していくと、回復不可能な結果が起こり得ると。

もう１つは、このプラネタリー・バウンダリーについてもう１つ必要だと思うのは、それ自身

が、ＳＤＧｓでも目指していますし、環境政策の中でも目指していくべき経済的繁栄ですとか

人の幸福にすら悪い影響を及ぼす可能性があるという認識が、少なくとも広がってきていると

いう、ここは１つのＳＤＧｓからつながってくる、この環境基本計画の議論に反映すべき考え

ではないかと思います。 

 ＳＤＧｓからの理念としてもう１つ取り込むべきというのは、これももう安井先生始め、何

人かがおっしゃいましたバックキャスティングの考え方だと思います。現在の活動の積み重ね

では、目標なり目指すところを達成できないということであるとすると、それはおのずとそう

いう方法論をとらざるを得ないということだと思うのですが、環境基本計画の文脈でいくと、
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この基本計画の中にどれだけ盛り込めるかという点は、議論をしたらいいと思うのですが、恐

らく、次の環境基本計画の下で目指すべきビジョンと、それはそれぞれの分野の計画において

もですけれども、目指すべき長期のビジョンと、それから、これは根本委員が明確におっしゃ

ってくださったところですが、現状とのギャップをどうやって埋めていくかという具体的な議

論を、次の環境基本計画の中でもきちんとするということが、重要ではないかと思っておりま

す。 

 それから、取り込むべき理念の３点目ですが、全体を通してどうしても隠れていることだと

思うのですが、これは安井先生がclimate justiceで温暖化の文脈でおっしゃっていただきま

したし、あるいは、ＳＤＧｓの文章の中にも書かれている、つまり、誰も置いていかないとい

う原則の背景は、弱者も含めた、結局、この環境政策も含めた政策の目指すところが、一人一

人の人間の安全であり幸福であるという考えなのだと思います。これは環境政策の中でもよっ

て立つところとして、やはり基本計画の中に何らかの形で反映をしていただきたいなと思って

おります。 

 大きな点の最後でありますけれども、ＳＤＧｓのもう一つの大事なところは、プロセスも含

めた参加型のところだと思っておりまして、環境政策への主体の参加もさることながら、その

主体を、どうやって能力を高めていくか、教育の話ですとか認識向上といったような点等、あ

わせて、もう一つ、こういう基本計画をつくっていくプロセスも参加型にやはりしていくこと

が必要ではないかというふうに思っております。いろんな形を多分、事務局も考えていらっし

ゃると思うのですけれども、総合政策部会だけではなく、各部会の委員の方々も、恐らくこれ

までの環境政策に関わっていらっしゃる中で、いろんなお知恵を持っていらっしゃると思いま

すし、環境省の中でも、実務に携わりながらそういう蓄積があると思いますので、それをでき

るだけ広く吸い上げるプロセスというのを、ぜひお考えいただけないかというふうに思います。

以上です。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。大変有意義な意見をたくさん頂きました。時

間の関係でこの議論については、恐縮ですが、これで終了とさせていただきたいと思います。

頂いた御意見を踏まえまして、次回の部会ではこのＳＤＧｓの活用の在り方についての基本方

針を皆さんにお示しして、また更に御検討をいただこうと思っております。 

 それでは、次のテーマ、重点的な枠組みの設定について事務局より説明をお願いいたします。 

○山田計画官 それでは、事務局から説明させていただきます。資料３をご覧いただければと

思います。「重点分野の設定について」というタイトルでございます。これは、過去の環境基

本計画における重点分野に関する事実関係をまとめた、補足的資料でございます。これから重

点的な枠組みに関する議論をされるときの参考にしていただければというふうに思っておりま

す。 

 まず、第二次環境基本計画からこの重点的な枠組みというものを設定してございます。第二

次計画では、以下の分野について11の戦略的プログラムを設定ということで、３つのカテゴリ

ーに分かれております。 

 一つは、環境問題の各分野に関するものということで、全６分野。地球温暖化対策の推進、

物質循環の確保と循環型社会の形成に向けた取組、環境への負荷の少ない交通に向けた取組、

環境保全上健全な水環境の確保に向けた取組、化学物質対策の推進、生物多様性の保全のため

の取組がございます。 

 次のカテゴリーが政策手段に係るものということで、全３分野ございます。環境教育・環境

学習の推進、社会経済の環境配慮のための仕組みの構築に向けた取組、環境投資の推進でござ

います。 

 ３つ目のカテゴリーが、あらゆる段階における取組に係るものということで、全２分野です。

地域づくりにおける取組の推進、国際的寄与・参加の推進でございます。 

 その次の第三次環境基本計画ですが、以下の分野について、重点分野政策プログラムを設定

ということで、以下述べさせていただきます。２つのカテゴリーに分けております。 

 事象面で分けたものとして、全６分野。地球温暖化問題に対する取組、物質循環の確保と循

環型社会の構築のための取組、都市における良好な大気環境の確保に向けた取組、環境保全上
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健全な水環境の確保に向けた取組、化学物質の環境リスクの低減に向けた取組、生物多様性保

全のための取組でございます。 

 ２つ目のカテゴリーは、事象横断的なものということで、全４分野。市場において環境の価

値が積極的に評価される仕組みづくり、環境保全の人づくり・地域づくりの推進、長期的な視

野を持った科学技術、環境情報、政策手法等の基盤の整備、国際的枠組みやルールの形成等の

国際的取組の推進。 

 次のページにいきます。第四次環境基本計画、2012年にできたものでございますが、以下の

分野について重点分野を設定ということでございます。２つのカテゴリーに分かれております。 

 事象横断的な重点分野ということで、全３分野。経済・社会のグリーン化とグリーン・イノ

ベーションの推進、国際情勢に的確に対応した戦略的取組の推進、持続可能な社会を実現する

ための地域づくり・人づくり、基盤整備の推進。 

 ２つ目のカテゴリーは、事象面で分けた重点分野ということで、全６分野ございます。地球

温暖化に関する取組、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関する取組、物質循環の確保と

循環型社会の構築のための取組、水環境保全に関する取組、大気環境保全に関する取組、包括

的な化学物質対策の確立と推進のための取組でございます。 

 さらに、環境基本計画そのものではないのですが、今までも説明をしておりますように、平

成26年７月に中央環境審議会におきまして出された意見具申、「低炭素・資源循環・自然共生

政策の統合的アプローチによる社会の構築」の中で、基本戦略というものを６分野掲げてござ

います。環境と経済の好循環の実現ということで、すなわちグリーン経済成長の実現、２つ目

が地域経済循環の拡大、すなわち地域活性化の実現、３つ目が健康で心豊かな暮らしの実現、

４つ目がストックとしての国土価値の向上、５つ目があるべき未来を支える技術の開発・普及、

すなわち環境技術の開発・普及、６つ目が環境外交を通じた22世紀型パラダイムの展開という

ことでございます。その６つの基本戦略は、従来の事象ごとの分野分類の発想ではなく、ＳＤ

Ｇｓの特徴の一つである統合性の考え方に沿って、かつ、経済社会をより意識して設定された

施策群の枠組みパッケージであるということが言えるかと思います。 

 参考資料として、参考資料７でございますが、この26年７月の意見具申の概要をまとめたも

のが２枚程度ございますので、こちらも御参照いただければと思います。簡単でございますが、

説明は以上です。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 今、御説明がありましたように、平成26年７月の中央環境審議会の総会で議論するという、

異例の議論を経てまとまった意見具申の中で、低炭素社会、循環型社会、自然共生社会、これ

は非常に重要な環境政策の三本柱として認識されていることは、大変結構なことだけれども、

この３つが施策として少しバラバラに進められているという感があるのではないかということ

で、それらを横つなぎにするような形の枠組みというものを、提案をさせていただいたという

ことでございます。 

 今回の環境基本計画では、でき得れば、そのような横つなぎの方向をより強化することを通

して、環境基本計画自身の独自性といいますか、意義というものをより強化したいということ

でございます。従来の重点分野をどうするかということについても、議論をさらに続ける必要

があると思いますけれども、基本的にはそのような方向で、今回、６つ意見具申では提案させ

ていただいておりますけれども、これは別に６つで行くことについてどうかということをお尋

ねするのではなくて、ここの６つよりももう少し減らしたほうがいいとか、あるいは、こうい

う視点が足りないのではないかというようなことも含めて、この現在の部会で皆さん方に議論

していただいた上で、今後の方針にしたいということが趣旨でございますので、そのような観

点からの御意見をいただければと思います。 

 浅野委員、どうぞ。 

○浅野委員 第一次環境基本計画が作られたときには、環境政策という１つのキーワードで、

それまでの公害防止と自然保護という二本立てで進められてきた政策をどう統合するかと、こ

れが最大の課題でありましたので、細大漏らさず、とにかく全てのテーマについて丁寧に書き

込んだというのが第一次環境基本計画だったのですが、その結果が、何でも書いてあるけれど
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も、何が書いてあるか分からないということになってしまった。それで、第二次計画をつくる

ときに、これではいかんと、やはりストーリー性が必要だし、今、特にここが大事だというこ

とが分かるようにしようではないかというので、戦略的プログラムというものを考えたわけで

す。 

 ただ、戦略プログラムといっても環境政策の個別分野について放置はできないので、分野で

もということで書いてあるのですが、例えば、これを御覧いただくと分かるように、３番目に

わざわざ交通の取組というのが出てきています。これは当時、工場から出る大気汚染のような

問題は大体解決しましたので、むしろ今、大気汚染の課題の中では、自動車騒音と自動車の排

ガス問題だろうということで、これをテーマに挙げているのです。だから、そんなふうに、そ

れぞれのテーマの中で何が今、課題かということを意識しながら、重点分野を取り上げてきた

ということがあります。 

 ただ、残念ながら、だんだん事象別に取り上げるというところに、網羅的に何でも書いてし

まうという傾向になってしまった。戦略的、重点的とこういう形で取り上げているのだから、

その中で特にこれが大事だということを書かなきゃいけないというつもりで始めたものが、そ

の領域の施策の全部を並べるようなものになってしまってきていたということが言えます。そ

れにしても、これまでの戦略、重点のテーマの並べ方は必ずしも一様ではないわけで、その

時々の状況を考えながら変えてきているわけで、たとえば第四次計画と第三次計画では事象面

についても取り上げ方が変わっていることが、お分かりいただけると思います。これはそのと

きに名古屋の会議があったので、生物多様性が重要だということで、上に上がったとか、大気

の問題は、越境汚染の問題はあるけれども、それ以外はかなり解決しているので、ちょっと順

位を下げてもいいのではないかと、そういうことを議論して、配列を考えてきています。 

 それから、第四次計画では、それまで分野横断的なものを下に置いていたのですが、逆にし

なければいけないということで、第四次では分野横断的なものを上に上げたのです。 

 今度の第五次計画では、この中で例えば温暖化に関しても既に独立の計画がありますし、生

物多様性も早い段階から国家戦略があります。循環型についても循環型の計画ができていまし

て、それとある意味ではダブルになってしまうということがあるものですから、これまでのよ

うな構造にこだわることはないだろうということを、私は前回にも申し上げました。 

 それで、前の武内中環審会長時代に考えました意見具申は、今度の計画の柱になるのではな

いかと最初から考えて作られたものですが、ただ、戦略として考えたものが、今から３年前の

７月に考えたそのときの状況を反映した課題をもとに書いています。ですから、今またこれが

そっくりそのまま通用するかどうかということは、若干検討の余地があると思いますし、ひょ

っとしたらもう少し組みかえて統合することができることがあるかもしれません。しかし、こ

れをよくよく見ていきますと、ここでは各論で取り上げなきゃならない課題が全部うまく網羅

されているというふうに一応考えていまして、それをこういう切り口で捉えてみると、各論の

問題も関連性がわかるのではないかと思えます。そして、それをさらに、それぞれまた縦割り

ではなくて横につないで見ることによって、各課題の相互関連性もわかるようにしようではな

いかと。これがこの意見具申のときの考え方であったわけです。 

 ですから、できることなら今回はここで戦略と言っているものを、もう少し見直すことは必

要だと思いますが、これを環境基本計画の柱に据えることが大事ではないか。そして、従来の

各論的にやっていた問題については、従来からも環境政策の体系ということで各論をきちっと

載せていますから、そこはそれでちゃんと残しておいて、その体系というものはそれを見れば

分かるようにすることになろうかと考えます。しかし、その体系ということで書いたものの中

で、この領域のこの問題は特に横断的にも取り上げなければいけないし、横断的に考えて重点

に取り組まなければいけないという問題は、それぞれの担当原課とよく相談した上で、この６

つなり５つなりになるであろう今度の戦略的な課題というものの中に織り込んでいって、その

中にこの政策分野についての部分は、こういう観点から特にやらなければいけないということ

が書かれるようにするなどして、従来のやり方のように重点分野の事象面のところでそれぞれ

が強調点を強調するということではなかなか強調にならなくなってしまったという第三次以降

の経験から言うと、今回それを繰り返さないためには、これまでのやり方ではない工夫をする



- 17 - 

必要があると考えます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 豊岡委員、お願いいたします。 

○豊岡委員 重点分野といっていいかどうかちょっと分からないですけれども、今回の計画は

具体的に、前回はそれこそ総花的に網羅したものであったことを実際に落とし込めるような理

念を持つということで発言させていただきますけれども、先週ドイツに行って、なぜ日本がで

きないのかと思ったときに、それこそ現状に合わない制度、過去の慣習、そして縦割りの弊害

など、そういう条件が全然整えられていないというようなことがあって、理念は全く正しい、

環境と経済の好循環、地域経済の循環の拡大、そういう理念は誰も反対しないと思いますけれ

ども、これを実行計画などに落とし込んだときに、そういうものが邪魔をしてなかなか進んで

いないというところがございますので、是非そういう障壁になっているものを取り除くという、

もう一歩踏み込んだ理念を今回は入れていただければ、もう少し苦労せずにやれることもたく

さん出てくるのではないかと思いました。これをどう反映させていただけるかちょっと分かり

ませんが、意見として申し上げます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 井田委員、お願いいたします。 

○井田委員 個別の分野は重要だと思いますけれども、これを見ますと環境省の局がずらっと

並んでいるだけだと非常によく分かって、私は前回に関わったわけではありませんが、これが

できた経緯というのはよくわかるような、地球局、自然局とか見えてきます。もうこういうも

のはやはりやめたほうがいいと思います。そういう指標は別だと思いますけれども、これが重

点分野ですというのはもうやめたほうがいいと思います。 

 考えると、この６つの重点分野は非常によくできているしいいかなと思いますけれども、よ

く読んでみると、浅野先生がおっしゃったように時代遅れみたいなところもあったり、原燃料

輸入代金削減と自然資源観光の強化というのは、私はちょっとよく分からない、木に竹を接い

だような表現もあったりして、整理は重要だと思いますけれども、これを重点にして未来を描

いていきますというのは非常にいいかなと思います。 

 ただ、先ほどウェディングケーキの話をしましたけれども、これを６つただ並べるだけでは

なくてそこの総合連関、何が重要かという絵を見せていく、相互に関わるものだと思うので重

要だと思います。 

 それともう一つ、環境外交のフォロー、私は長かったもので、これがどう貢献していくか先

ほどグローバルスタンダードのお話をしましたけれども、日本がグローバルスタンダードづく

りとか、国際ルールづくりにどう貢献していくかということはやはり今回次の、これだけ世界

はダイナミックに動いているので重点分野の一つというのは決して忘れてはいけないものだろ

うと思います。 

 すみません、話を戻して恐縮ですが、さっき言い忘れた話がありまして、ウェディングケー

キの話ですが、環境基本計画の中で、ＳＤＧｓをどう考えるかというとき、一番ベースにある

のはバイオスフィアと申し上げましたけれども、環境基本計画というのはＳＤＧｓの中でそこ

に関わるものだと私は思うので、大塚先生のお話を聞いていてちょっと思いましたけれども、

やはり環境基本計画がＳＤＧｓの最もベース、一番根の深いところに関わる、ロックストロー

ムなんかは４つ見せていますけれども、それが関わるものだという仕切りをするといいのでは

ないかと。議論を戻して恐縮ですが、言い忘れましたので、そこら辺を追加させていただきた

いと思います。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 ＳＤＧｓの体系化と今回の見直しの重点分野、横つなぎをうまく組み合わせると、全体とし

てのストーリーがはっきりするかもしれません。事務局のほうで検討してもらおうと思います。 

 山極委員、お願いいたします。 

○山極委員 第二次環境基本計画の中にあって、第四次にないもの、これは環境教育、環境学

習の推進ということと環境投資の推進ということが抜けています。これは達成されたというこ

とで、あるいは分野としては含めないということなのか、私は環境省の委員として関わってき
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た経験からすると、例えば生物多様性というのは全然まだ浸透していなくて、初等教育、中等

教育を通じて出てきますけれども、具体的に子どもたちが理解しているかというと、また理解

の程度が低いなという気がします。 

 ですから、教育というのは一方で非常に重要な問題だと思います。これを重点目標としてあ

げるかどうかは別ですけれども、そのことはやはりきちんとどこかに書き込んでいただきたい

と思います。 

 それから、もう一つ言えば、企業の環境政策に対する投資というのが大企業は結構進んでい

るけれども、中小企業は非常に遅れているという結果が出ています。これはやはり日本全体で

特に現場でいかに環境保全、これはＳＤＧｓに関わる投資をしていくか、それぞれの企業が頑

張ってもらわないと困るわけで、これは関西でも地球環境関西フォーラムという組織が27年や

ってきて、来年その活動を閉じることになっています。これは産官学のネットワークとしては

非常に重要な会議で、そういった努力がだんだんしぼんでいくというのは私自身非常に残念な

ことだと思っています。 

 ですから、この投資というものがどういうことを意味するか、もう一つ、私も理解ができて

いませんけれども、是非そういったことを個々、もちろん企業だけではなくて、さまざまなと

ころで投資をして、活動というものを活性化させていくという方向性をどこかで盛り込んだほ

うがいいのではないかという、私の印象でございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、次に木下委員、お願いいたします。 

○木下委員 重点目標の６つの視点でありますけれども、２つ目の地域経済循環の拡大という

ところで、括弧として、地域活性化の実現というふうになっていますけれども、ここは地域活

性化の実現とすると非常に視野というのかそれが狭くなってしまうのではないかと思います。

というのは、最初に説明があった資料１の７ページの地域循環共生圏というような考え方を見

ますと、単なる地域活性化を超えた新しい考え方を示しているのではないかと思っております。 

 というのは、３つ目の健康で心豊かな暮らしの実現だとか、あるいはストックとしての国土

価値の向上ということもある意味ではこういうような、７ページに書かれているような３社会

の統合の中で一定の方向性が出てくるのではないかという感じがいたします。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、小林委員、お願いいたします。 

○小林委員 この意見具申に掲げられた６つの基本戦略や、最新の状況を踏まえて見直しを図

りながら、横断的・統合的な検討を進めて行くということについては賛成をしております。 

 そのときの資料の整理の仕方ですが、本日の資料のように文章だけでこうやって個条書きで

書かれると、どうしても横断的、横串を通した絵姿が分かりづらいということもございますの

で、ぜひとも個々の課題が重なり合った部分も含めて、ビジュアル的な表現の仕方を工夫して、

ご提示をお願いできればと思っております。 

 これは従前の計画からの反省、課題でありましたが、分かりやすさへの対応という観点が第

一義でございますけれども、各委員の「認識合わせ」とか「ベクトル合わせ」という意味で、

一つ一つ確認していきたいと思っておりますので、是非ともお願いいたします。 

 また、高村委員からもありましたように、プロセスを含めて企業や国民の方々の参加型とい

うことでの意味合いでも、こういう絵姿があると分かりやすいかなと思います。最終的には、

この基本計画を国民の方々に御理解いただく際にも利用できるような形にもなろうかと思って

おりますので、是非とも作成をよろしくお願いいたします。 

 なお、ちょっと小粒な発言かもしれませんが、この６つの基本戦略の中に「国土強靱化（レ

ジリエンス）」という項目もあったほうがいいのではないかと思っております。 

 現項目では、「国土価値の向上」というところが近いかもしれませんが、レジリエンスいう

言葉をどこかに入れておくべきかと思っておりますので、その分を含めて御検討をお願いいた

します。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 ビジュアルな表現については次回にはお示ししたいと思います。今日の議論を踏まえまして、
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先ほど井田委員からもそういう御提案がございましたので、用意をさせていただきたいと思い

ます。 

 それから、もう１点、レジリエンスを強靱化と訳していいのかどうかはややこれも議論がご

ざいますので、非常に重要な観点ではあると思いますけれども、レジリエンスというものの考

え方についても少し検討させていただきたいと思います。 

 それでは、安井委員、お願いします。 

○安井委員 今、じっくり見ておりますと、やはり上の３つのところでトリプルピラーズかも

しれませんけれども、経済のところがやはりちょっと全面的に書き直さなければいけないとい

う感じがして、先ほどちょっと御指摘いたしましたように、日本の経済、その前に基本計画と

いうのは基本的に全省庁に関わるわけです。それを考えたときに、経済のところはやはりリー

ドしていかなければいけないし、グローバルな状況と今の日本の状況は余りにも乖離が激しい

ので、ここはやはり何とかしなければいけない。 

 例えば、先ほどちょっとお話に出たリコーさんのＲＥ１００とかＣＦＤの評価、大企業が一

生懸命気にしているのに、余り日本全体は気にしていないとか、あるいはブルームバーグがや

っているＴＣＦＤが何をやっているかという話も余りよく分かっていないとか、そういういろ

いろな話がある中で、この経済をどういうふうにするかというのはやはりすごい考えどころだ

と思います。ですから、グローバルスタンダードではという記述にしてしまいたいぐらいです。 

 そうすると、下のほうの６つの戦略も多分かなり変わってきてしまって、経済好循環ではな

くてグローバル経済との何とかかんとかになるだろうし、それから右から２つ目の技術に関し

ましてもやはり世界に通用するイノベーションの創出みたいな記述になるだろうし、一番右の

環境外交を通じた云々もやはり全く別の記述になるような気がすると。 

 これがつくられてからその間に、ＳＤＧｓができて、それでなおかつパリ協定ができたとい

うことをちゃんと組み込むにはそのくらいのことをしなければ駄目かなという気がいたします。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、大塚委員、お願いいたします。 

○大塚委員 先ほど井田委員がおっしゃったことは私もそのとおりだと思っています。先ほど

のプラネタリー・バウンダリーとか環境容量という話がございましたけれども、今回の戦略の

一番基礎にはそういうものがあるので、その辺は分かるようにしていただけるとありがたいと

思います。 

 それから、先ほどお配りいただいた資料３の２ページのところの第四次環境基本計画との関

係で見ると、浅野先生がおっしゃってくださったように、事象別で分けた重点分野のうち、上

の３つはそれぞれ計画があるので、環境基本計画で特に取り上げなくてもいいということです

けれども、多少気になるのは、化学物質のところはちょっと今でも結構重要な進展を見せてい

るところがあるので、これがなくなるのはどうかという気もしますが、こういうものは個々の

施策のところで是非充実させていただいた形でお書きいただければ大変ありがたいと思います。 

 それから、言葉の問題で、今回第五次環境基本計画とも関係する、低炭素・資源循環・自然

共生政策の統合的アプローチによる社会の構築の意見具申の中に出てきている循環共生型社会

という言葉はかなり定着していると思います。 

 循環共生型というと、低炭素・自然循環・自然共生の後ろの２つだけを言っているようにも

ちょっと思えなくもないので、そうではないことは重々承知していますが、ただ低炭素が先ほ

どから安井先生がおっしゃっているように、非常に重要な課題になってきているということが

ありますので、ちょっとこの言葉を変えられないのかもしれませんが、あるいは変えられない

のであればちょっと説明はちゃんと分かるようにしていただけるとありがたいということを申

し上げておきたいと思います。 

 基本的に重点分野に関しては、この６つないしこれをどうするかということがあると思いま

すけれども、これでいくことに関しては賛成でございますけれども、今言ったような幾つかの

問題があるので、注目していただくとありがたいということでございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 今の点は、私もちょっと気にしておりまして、もともと環境基本計画でいう循環というのは、
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いわゆるマテリアルの循環だけではなくて、大気循環という意味合いもありました。ですから、

本来の循環という概念は低炭素ないしは脱炭素とそれから資源循環、これが合わさったもので

したが、循環型社会推進基本計画というふうなものになったので、循環という言葉がマテリア

ルのほうの言葉のようになってしまったということで、これは環境省のほうでも近く組織再編

が予定されていて、環境再生資源循環局、ですから循環ということを資源循環というふうにも

見えますが、その言葉を使っても違和感がないような状況になるのではないかと、おぼろげな

がらそんなふうに考えておりますので、参考までに申し上げておきたいと思います。 

 浅野委員、お願いします。 

○浅野委員 山極議員の御発言がありましたので、お答えをいたします。 

 第三次計画から環境教育という言葉が消えたのは、これは環境教育の施策がもう完了したか

らだというのではありません。むしろ環境教育、環境学習という言葉にやや狭さを感じて、そ

れよりも人づくりという言葉のほうがいいのではないか、そしてそれは地域づくりと常につな

いで考える必要がある。地域づくりは人づくり、人づくりは地域づくり、そういう文脈の中で

捉えて、単に学校のような場所での教育による環境教育というイメージから外に出たいという

ことがありました。 

 これはその前に中央環境審議会の総合政策部会で環境教育についての考え方というのを出し

まして、その中で学校教育だけではなくて企業内教育とか、地域の教育、家庭内教育全部含め

て環境を学ばなければいけないということが出されてきておりました。 

 その後、鈴木基之先生がつくられた21世紀環境立国戦略の中で、いつでも、どこでも、誰で

も、という考え方を環境教育に関して示されましたが、それを踏まえていくと、これはこのほ

うがいいだろうということで、環境保全の人づくり、地域づくりという言葉に変えたわけです。 

 ただし、このように変えようとしたときに、環境教育という言葉を消すのはけしからんとい

う強いご意見も上のほうにはあったようですが、審議会で意図するところが伝わってないのは

大変遺憾であるということで原案を通したという経緯があります。それで第四次でも同じよう

な言葉を使ってきたということです。ですから、決して環境教育を軽視しているものではあり

ません。 

○武内部会長 棚橋委員、お願いいたします。 

○棚橋委員 環境教育のお話が出たので、ちょっと補足をさせてください。 

 ＥＳＤ、先ほど申しました持続可能な開発のための教育が、2004年に出て、2005年から国連

のユネスコが主導で、ＥＳＤの10年が始まりました。2014年に名古屋で最終的な会議をして、

今また継続しておりますけれども、ＥＳＤを進める中で、環境教育そのものがＥＳＤの中の環

境教育という位置付けになってきています。ですから、環境教育というと、今御指摘があった

ように狭い感じがすると思いますけれども、今の環境教育、ＥＳＤという中での扱いはもっと

幅の広いものとしてやっておりますので、もし記述ができるのであれば大変励みになると感じ

ております。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 高村ゆかり委員、お願いいたします。 

○高村（ゆ）委員 １点だけでありますけれども、今日の資料１のところで前回の議論を反映

していただいた７ページとの関係です。基本戦略のところで挙がっている技術の開発普及、あ

るいは環境技術の開発普及というところ恐らく狭い意味での技術だけではなく、これは和気委

員の御発言を受けて、こういう修正が資料１についてされたと理解しておりますけれども、経

済社会システム、ライフスタイルのイノベーションというものを取り込むような形の重点基本

戦略、あるいは重点課題分野が望ましいのではないかと思っております。 

○武内部会長 ほかにはよろしいでしょうか。 

 それでは、今のこの議論についてはこれで終了とさせていただきたいと思います。 

 先ほど申し上げましたように少しビジュアル的なものも含めて、次回の部会で皆さんの御意

見を踏まえてのこれからの方向性について事務局より提案させていただきたいと思います。 

 まだ、少し時間がありますので、最初に皆さんに御議論いただけませんでした資料１につい

て、更に追加的にコメントがあればお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。 
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 井田委員、どうぞ。 

○井田委員 既に御指摘があったところですけれども、企業は問題を引き起こす人でもあり、

解決する主体でもあると思いますけれども、企業の取組、それがやがてはビジネスチャンスに

なるとかいう主体としての企業がどうするかというような記述がちょっと少ないかなというふ

うに全体を読んでいて感じました。そこら辺をもうちょっと明確にする、先ほどお話ししたよ

うに経済も企業も単に利益を上げればいいというだけではなくて、平等であるとか、社会の幸

福、質の向上に貢献するものであるとか、もうちょっと企業がどういう義務、責任、役割を持

って、そこにビジネスチャンスがあるのかという書き方が、ちょっと読んでいて足りないかな

という認識を、これは私の個人的な感想でありますが抱きましたので、そこら辺もうちょっと

増やしてもいいのではないかと思いました。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、豊岡委員、お願いいたします。 

○豊岡委員 ５ページについて、意見を申し上げたいと思います。５ページの一番上の文脈の

ところで、赤字で「潮流を捉えて」から後、「これまで培った制度、技術、ノウハウ等をいか

し、積極的かつ着実な実施及び国際協力等を通じて課題解決に貢献していく」とございますが、

これが今のこの全体の流れを考えると、これまで培った制度、技術、ノウハウというのは非常

に違和感がございます。これまでとは違う価値観だったり、大きなパラダイムシフトの転換と

いうことも言っているわけですから、違和感がございます。 

 そして、それから後です、「また、こうした潮流の中で、」の赤字のところで、「社会、企

業、個人がいかにして世界との競争に勝ち、」という文脈ですけれども、私としてはこの競争

に勝ちというのが、非常に違和感がございます。何をもって勝ちというのかというところを非

常に分かりづらいというところもございますし、こういう表現ではないほうがいいのではない

かと思います。ほかの先生方の御意見もちょっとお伺いして、何かお考えいただければと思い

ます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 ほかに、どうぞ。浅野委員、お願いいたします。 

○浅野委員 競争に勝ちと言うと、いかにもお金が儲かって仕方がないというイメージで捉え

られるとちょっと違うので、今の環境の世界での大きな潮流の変化の中で、いかにそれにうま

く乗って上手にやるかという競争だということがこの間から大分多くの委員から出てきた意見

です。それを踏まえての競争に勝ちという表現ですから、もうちょっと言葉を足しておく必要

があるとは思いますけれども、金儲け競争に勝つという意味では全くないということは事務局

のために申し上げておきたいと思います。 

 それから、第一次、第二次とずっと環境基本計画をこれまでやってきましたけれども、環境

基本法の３条から５条までにもられている基本的な考え方を丹念に追いかけてきていますが、

これまでずっと追いかけてきてまだ十分追いかけ切れていないのが世代間の公平という考え方

です。今日の前半の議論の中でもありましたように、パリ協定、ＳＤＧｓの考えている発想の

根底には地域間公平と同時に世代間公平の強調という認識があると思います。これまでの計画

では世代間公平という認識がちょっと弱い。それを強調する必要があるし、環境というものを

もう少し倫理的に考えていかないと、当面次の株主総会で配当を維持できるようにしなければ

ならないという発想だけで議論されると大変困ることをこれまでにも経験しています。是非世

代間公平というキーワードを次の計画では大事にすべきであるということを申し上げておきた

いと思います。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 小林委員、お願いいたします。 

○小林委員 資料１の２ページの４行目です。「世界全体での脱炭素社会」という言葉ですけ

れども、前回の会合で複数の委員からのコメントで追加されたということでございますが、産

業界の実態を御説明させていただくと、既に産業界、全国の商工会議所の会員の中にも、地球

温暖化防止に貢献しようと努力して事業運営をされているところが少なからず居ります。しか

しながら、この「脱炭素」という言葉になりますと、事業運営が数段違うステージになるとい
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う認識でございまして、先ほど来、話に出ています「ＳＤＧｓ」の考え方の「持続可能な社

会」とか、誰一人取り残さないという意味合いからすると、ちょっと実現が難しくなるのでは

ないかと思っております。よって、この計画策定の段階では「脱炭素」ではなく「低炭素」と

いう言葉がふさわしいのではないかと思っている次第でございます。以上でございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 それでは、大塚委員、お願いいたします。 

○大塚委員 ３点ほど申し上げたいと思います。 

 １つは、先ほど来から出ている環境容量の考え方というのは多分どこかにきっちり入れてい

ただくといいなと思います。プラネタリー・バウンダリーのところに出ているので、そこは重

視していただくとありがたいと思います。 

 それから、浅野先生がおっしゃったことを引き継いでちょっと申し上げておきますが、環境

政策の理念のようなことも、別にここに書いてなくても維持されると思いますけれども、重視

していただきたいと思います。世代間公平、私も非常に重要だと思います。予防的なアプロー

チのことも、特に化学物質とか温暖化とかの関係ですけれども、重視していただけるとありが

たいと思います。 

 それから、最後の辺り計画の実効性の確保のところで、今回若干入れていただいていますけ

れども、環境基本計画では、政府のほかの省庁との関係でほかの省庁についての環境政策を実

施していただくことが入っていますので、環境基本計画の実効性確保のための重要な視点でご

ざいますので、その点は特に重要であるということを申し上げておきたいと思います。 

 それから、今の脱炭素の件に関しては、おっしゃることはわからないではないですけれども、

21世紀後半に向けて温室効果ガス等の関係で、ゼロエミッションを目指していくということが

パリ協定でも出てきていますので、究極的には脱炭素を目指さざるを得ないのではないかと私

は思っているということをちょっと申し上げておきたいと思います。 

 それから、５ページ、先ほど御指摘いただいた点は、別に競争に勝ちというのは絶対に残さ

なければいけないとは私も思いませんが、ここはとにかく低炭素関係のゲームチェンジがなさ

れている中での潮流に乗って、競争に勝ちということなので、そこまでは私はわかりますが、

その後のところがちょっと論理的に結びつかないかなということを気にしているということを

申し上げておきたいと思います。以上でございます。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 田中委員、お願いいたします。 

○田中（里）委員 資料の２ページの、世界の動きで先ほども少し触れさせていただきました

が、ＩｏＴ、ＡＩデータについての記述がありまして、３ページ目の真ん中くらいに、日本に

おける動きについてもＡＩ、ビッグデータという記述がありますけれども、ここが大量生産、

大量消費という既にこの段階は抜けつつあるだろうと思われる、古い時代認識の記述に思えま

す。世界の動きに引けをとらないような動きが日本にもあるという前提で、多くの企業がこう

いう活動に着手しているわけで、恐らく投資もされる中で、同時に環境にも寄与することで、

長期的なコスト削減、材料の調達から販売、宅配までのサプライチェーンにおける環境配慮と

いうことをきめ細かく考えて、環境をビジネスの重要な要素にしていこうという動きは皆さん

再認識されていて、重視されているところだとみています。そこがＳＤＧｓの理念にもつなが

るところで、大手企業のみならず、ベンチャー企業に至るまで、これを読んだ方々のモチベー

ションが上がるような書きぶりにできないかなということを期待を込めて思うところです。冷

静な表現を志向してもらっているところでしょうが、そうすることで、広報戦略的な視点から

も、後半の世論の形成、各主体の行動にも好影響を与えることにつながると感じます。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 井田委員、お願いいたします。 

○井田委員 何度も発言させていただいて恐縮です。やはりこういう議論を聞いていると、日

本人はどこまで目標を分かっているかなという気がしてまいりまして、ＳＤＧｓにしてもパリ

協定の今世紀後半に排出と吸収のバランスをとるというのは、これは極めて野心的な目標です。

それこそが目標というものであって、どなたかおっしゃっていましたけれども、日本の目標は
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どうしても積み上げていって、これだけしかできませんというのが目標ですけれども、今ここ

で言われている環境基本計画の中で掲げる我々が意識するべき目標はそういうものではなくて、

ジェフリー・サックスとかロックストロームとか、ケネディが、10年後に月に人を運んで無事

に戻す、あれこそ目標だということをよく言いますけれども、まさに今言われているのは、そ

ういうものであって、パリ協定もそういうことを考えたら、１つ申し上げたいのはその目標と

いうものの考え方、50年80％、私はあれこそ目標だと思っています。 

 ここでいう目標というものはどういうものかということをもうちょっと明確にこの際書いて

おいたほうが、国際的な目標というのはそういうものだというのをもう一度残念ながらきちん

と明らかにしていかなければならないのではないかと思いまして、そういう表現が必要かなと

思いました。 

 長く取材していて、失礼ながらパリ協定の求めるものが世界全体での低炭素社会の構築に向

けた契機というのは、それは間違いだと思います。 

○武内部会長 今のことでしょうか。浅野委員、お願いいたします。 

○浅野委員 ちなみに北九州市で、今、環境基本計画の見直しをしていますけれども、こうい

うことを事務局が言っていました。2030年ぐらいは低炭素社会でしょうが、2050年は超低炭素

社会という表現を使いたい、さらには2100年になると脱炭素社会だと、これを並べようじゃな

いかと言ってきたので、いいでしょうと言ったのですが、御参考までに。 

 それから、目標という言葉をどう使うかということは、低炭素ビジョンのほうでも大分議論

しまして、どうも日本語の目標という言葉は具合が悪いなと議論していますけれども、ある種

の合意がありまして、ここまでいかなければいけないというものとここまでいくことが望まし

いなという２通りがあって、日本語でもどうも同じ言葉でいうものですから、お互いにそこが

混乱してしまっているということが分かっていますから、今回の基本計画ではまたその議論に

ならないように、表現を上手に考える必要があると思います。 

○武内部会長 安井委員、お願いいたします。 

○安井委員 そもそもＳＤＧｓのＧは何かという話です。それがゴールなわけです。そのゴー

ルがなぜ日本語になると目標になるのか。これはやはり非常に問題なので、ここで目標（ゴー

ル）と書こうと。 

○武内部会長 ありがとうございました。 

 高村典子委員、お願いいたします。 

○高村（典）委員 全然違う話ですが、ＳＤＧｓの目標が17、その下に入っている文言がたく

さんあります。一般の私たちの日常生活でそれらに触れる機会をもっと増やしていく努力が必

要なのではないかと思います。 

 私たちは、ほぼ、毎日マーケットに行って買い物をし、経済活動、消費活動をしているので

すが、商品を選ぶ際に、例えばＳＤＧｓのアイコンなどが見えれば、こういうマークがどうい

うふうなことに役立っているとか、触れる機会が多いと、浸透していくのではないでしょうか。

生物多様性も20のターゲットがあって、専門家もその20を全部覚えるのは非常に大変でした。

ＳＤＧｓの目標も一緒ですが、日常生活でやっていることに、関連していることが非常にたく

さんあるので、そういうふうなことを触れる機会に親子で会話ができるとか、子どもたちが会

話できるとか、環境問題を私たちの日常生活の中に取り込む努力をもう少し政府のほうも企業

のほうもしていく努力が必要なのではないかと思います。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。 

 これについてもいただいた御意見を踏まえて、しかるべき修文を次回にさせていただいたも

のを提出させていただきたいと思います。 

 それでは、一応今日の皆さんにお諮りする２つの大きな議題とそれから資料１についての更

なるコメントについていただきましたので、これで審議は終了とさせていただきたいと思いま

す。 

 それでは、事務局から今後の予定について。 

○山田計画官 どうもありがとうございました。 

 本日の議事録につきましては、事務局で取りまとめを行い、委員の皆様に御確認をいただき
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ました後に、ホームページに掲載させていただきます。 

 また、次回の部会の開催予定について御連絡いたします。 

 第90回の総合政策部会でございますが、平成29年６月29日木曜日午前中を予定しております。

詳細は後日連絡させていただきます。以上でございます。 

○武内部会長 どうもありがとうございました。これにて散会とさせていただきます。 

 

午前１１時５３分 閉会 


